
 

 

 

デマンド型交通事業の見直しについて 

 
１．制 度 の 経 緯 

デマンド型交通は、当初、企画政策課の所管事業として、重度障害のある方や公共交通の利用

が困難な方を対象に、公共交通施策として運用してきた。 

令和７年度から高齢者等への利用者支援の充実を図るため、所管を福祉部局である高齢介護課

へ移管し、高齢者や障害のある方等の生活交通手段の確保及び継続的な外出支援の充実を目的と

した福祉施策として実施している。 

 
２．現 状 

本制度は、公共交通施策として制度設計された経緯から、バス停までの移動や路線バスの乗降

が困難な方を対象としており、現在も同様の考え方で障害者については、重度障害のある方及び

移動や乗降に困難が認められる特定の障害のある方を対象としている。 

 

３．課 題 

福祉施策として事業を実施する中で、障害者手帳を所持しているものの、障害等級が対象要件

に該当しないため利用できない方のうち、てんかん等の疾病を理由として自動車の運転に制限が

生じ、運転免許証を返納した結果、通院や日常生活に必要な移動手段の確保が困難となる事例が

確認されている。 

また、障害の状態や移動能力は障害者手帳の等級のみで一律に判断することは困難であり、て

んかん症状に限らず、疾病等を理由に運転免許証を返納又は所持されていない方があり、日常的

な移動手段の確保が課題となっている。 

障害のある方が社会参加の継続と自立した生活を維持するためには、障害等級にかかわらず、

移動が困難な実態に応じた支援を行う必要がある。 

 

４．結 論 

制度運用上の公平性及び客観性を確保するとともに、公共交通の利用が困難な障害のある方等

の社会参加及び継続的な移動支援を推進するため、デマンド型交通の利用対象について見直しを

行う。 

具体的には、障害者手帳を所持し、障害等級にかかわらず、医師との相談等により疾病等を理

由として運転免許証を自主返納した方、又は所持していない方、そして、６５歳以上で運転免許

証を返納した方の配偶者（６５歳以上）で運転免許証を所持していない方を新たに対象者に加え、

利用対象を拡大する。 
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５．事 業 内 容 

別紙のとおり 

 

（変更箇所） 

 変更前 変更後 

対 象

要件 

１ ７５歳以上の方 

２ ６５歳以上で運転免許証を返納した

方（運転経歴証明書を所持している方） 

 

 

３ 要介護、要支援の認定を受けている方 

４ 以下の区分の障害者手帳等の交付を

受けている方 

① 身体障害者手帳１・２級、又は身体障

害者手帳区分の障害等級が下記の方 

・視覚障害３・４級 

・平衡機能障害３・５級 

・肢体不自由（下肢・体幹・移動機能

障害）３・４・５・６級 

② 療育手帳Ａ判定 

③ 精神障害者保健福祉手帳１級 

１ ７５歳以上の方 

２ ６５歳以上で運転免許証を返納した

方（運転経歴証明書を所持している方）及

びその配偶者（６５歳以上）で運転免許証

を所持していない方 

３ 要介護、要支援の認定を受けている方 

４ 以下の区分の障害者手帳等の交付を

受けている方 

① 身体障害者手帳１・２級、又は身体障害

者手帳区分の障害等級が下記の方 

・視覚障害３・４級 

・平衡機能障害３・５級 

・肢体不自由（下肢・体幹・移動機能 

障害）３・４・５・６級 

② 療育手帳Ａ判定 

③ 精神障害者保健福祉手帳１級 

５ 上記４以外の障害者手帳の交付を受

けている方で障害等を理由に運転免許証

を所持していない方 
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６．見直しへの影響 

令和8年5月末時点 デマンド型交通登録者1,788人 

・市民への影響 対象者拡大により、障害者等級等だけでは把握できない移動困難な方の外出支 

援や社会参加の継続が可能となる。 

・財政的な影響額 621,680円  

内訳 532,400円 
①障害者手帳の交付を受けている方で障害等を理由に運転

免許証を所持していない方 

 
89,280円 

②65歳以上で運転免許証を返納した方（運転経歴証明書を所

持している方）及びその配偶者（65歳以上）で運転免許証

を所持していない方 

 
■影響額試算の考え方 

①障害者手帳の交付を受けている方で障害等を理由に運転免許証を所持していない方 

 

1回あたり平均利用金額(1,100円)×年間見込利用回数(484回)＝532,400円 

1回あたりの平均利用金額・・・ 1,100円 (R7の実績額から算出) 

年間見込利用回数・・・ 
484回(追加対象者数から免許証不所持者の割合を加味し、年間利

用を41人と見込み、年間平均利用回数を11.8回として算出) 

 

②65歳以上で運転免許証を返納した方（運転経歴証明書を所持している方）及びその配偶者（65歳以上）

で運転免許証を所持していない方 

 

65 歳以上配偶者見込(4 人)×1 回あたり平均利用料金(1,240 円)×1 人あたり年間利用回数(18

回)＝89,280円 

65歳以上配偶者見込・・・ 

運転免許証の返納を理由にデマンド登録した申請者数(65 歳以上

74歳以下)に同年代全体の免許証不所持者の割合を加味し、65歳

から80歳全体の免許証不所持者の割合を算出 

1回あたり平均利用料金・・・ 1,240円 (R7の実績額から算出) 

1人あたり年間利用回数・・・ 18回 (R7の実績額から算出) 
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７.期待される効果 

 

効 果 内 容 

自立支援 生活交通手段確保により、自立した生活継続が可能 

生活の質向上 通院・買い物・社会交流など、多様な目的での外出が実現 

健康・介護予防 外出機会の増加に伴う、健康づくりと介護予防効果 

 

８．今後のスケジュール（予定） 

   令和８年９月 産業厚生常任委員会 

       １０月 ・タクシー事業者との調整 

・周知（市内居宅介護支援事業所・市内障害福祉サービス事業所等にチ

ラシ配布、民生児童委員会定例会、記者懇談会、市ホームペー

ジ、ケーブルテレビ） 

１１月 ・新制度での運用開始 

・周知（広報かとう、かとう福祉まつり、全ケアマネ部会） 
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